
 

平成 16 年 3月 22 日 

各  位 

会 社 名 鉄建建設株式会社 
代表者名 代表取締役社長 山 本 卓 朗 

（コード番号 1815 東証第 1部） 

問合せ先 管理本部 総務部長 手 島 敬 二 
       （℡ ０３－３２２１－２１５２） 

 

 

（新）中期経営計画に関するお知らせ 

 

 

当社では現行の「中長期経営計画“２００１”」の後継計画として、新たに次年

度からの３年間を見通した『中期経営計画“２００４”』を策定いたしましたので

お知らせいたします。 

（新計画を添付して配信いたします。） 
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Ⅰ．「中期経営計画“２００４”」策定にあたって 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「中長期経営計画“２００１”」が本年 3月で終了し、新たにこれからの 3
年間を見通した「中期経営計画“２００４”」をスタートさせます。 

 
いうまでもなく建設業は特に厳しい経営環境のなかにあり、あらゆる変化

に対応していくためには、古い経営感覚を捨てて抜本的な改革を進める必要

があるという基本認識のもと、数多くの課題に取り組んできました。 
まず経営方針を迅速に具現化できるよう、本社･支店の組織や人事制度を

改善すると共に、建設業に対する社会の厳しい批判に率直に応えうるようコ

ンプライアンス重視の経営方針を確立し、改めて『お客さま第一主義』を掲

げ、社外にしっかりと目をむけた営業体制の構築をはかってきました。また

事業環境の広域化や多様化に対応できるよう他社との連携ネットワーク構

築をめざすこととし、まずＪＲ東日本と鹿島建設との三社連携をスタートさ

せ、人事交流と技術･営業をはじめとする広範囲な連携強化をはかってきま

した。 
このように多彩な改革を進めた結果、事業量は公共事業の抑制や景気回復

の遅れなども起因し減少傾向にありますが、有利子負債の削減など財務改善

について計画どおり進めることができ、『21世紀に存在を主張できる鉄建』
を視野に入れることの出来た 3年間であったと考えています。 

 
新たにスタートさせる「中期経営計画“２００４”」は、前計画で実施し

てきた一連の改革を定着させることに重心を置き、それをベースに将来への

飛躍を期することと位置づけています。建設業そのものが大きな変革を求め

られており、そのなかで飛躍をめざすには、まず経営の基盤である組織、人

材、技術、財務などをより強固にする必要があると考えるからです。 
基本的に守るべき重要な方針として次の５つを掲げ、年度ごとのアクショ

ンプログラムのなかでこれらの定着と改善をはかっていきます。 
１． コンプライアンス体制の充実 
２． お客さま第一主義の徹底 
３． 技術を基盤とした経営 
４． 安定した黒字体質の構築 
５． 働きがいの創出 

  
また、交通施設や住宅など得意分野の充実強化とともに、将来への飛躍と

してリニューアルや環境などの拡大領域や、ＰＦＩ、ＰＭ／ＣＭといった新

たな領域について、他社とのネットワークを構築しつつ拡大をはかっていき

ます。海外事業は今までの経験を生かし、本社からのバックアップ体制を充

実させつつ着実に進めることとします。 
 
これからの 3年間も依然として厳しい経営環境が続くものと考えます。そ

のなかで私達は新しい「中期経営計画“２００４”」を成功に導くために、

コンプライアンス経営をすべてに優先させ、全社を挙げてその実行に取り組

んでいきます。 
 
 



  

- 2 - 

Ⅱ．当社を取り巻く環境  

  
  
  
 

 
 
 
 
 
 

【要因】 
◆ 社会経済要因 
〇財政赤字  ⇒ デフレ傾向による市場の減衰、税収減、不良債権処理 
〇国際化         ⇒ 国際間の競争激化、WTO、会計制度などの変化、国内産業構造の変化 
〇コンプライアンス重視   ⇒ 企業経営の透明性重視、説明責任、情報化社会 
〇少子高齢化社会 ⇒ バリアフリー化 社会保障費の増大（医療費、年金）、シルバー世代の活用 
〇環境問題       ⇒ 環境保全、資源の保護、循環型社会、リサイクル法 
 

◆ 建設業に関連する要因 
〇構造改革と公共投資抑制  ⇒ 建設業界の再編と淘汰 
〇事業コスト縮減要請 ⇒ 多様な入札契約方式、独禁法運用強化、PFI事業、ＰＭ／ＣＭ 
〇官公需法  ⇒ 地方建設会社向け受注機会の増加、地方における中堅ゼネコンの受注機会減少 
〇特殊法人改革  ⇒ 民営化、独立行政法人化 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【質的変化】 
総合建設業全体の方向性 

【量的変化】 
建設投資の推移
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（平成 18年度予想方法） 
※H15から H16にかけての変化見通し（政府 8.9％減、民間非住宅 0.9％増、民間住宅 1.0％減、GDP0.2％減）が、H18
まで続くと仮定して算出。 

※使用した数値は（財）建設経済研究所「建設経済モデルによる建設投資の見通し(H16.1)」による。 

� 建設投資の推移 
〇政府投資 

H15 年度は H12年度比で約 24.7％減少の見通

し。H18 年度は H15 年度比で約 24.3％減少の

予想。 

〇民間非住宅投資 

H15 年度は H12年度比で約 15.7％減少の見通

し。H18 年度は H15 年度比で約 3.0％増加の

予想。 

〇民間住宅投資 

H15 年度は H12 年度比で約 1０.3％減少の見

通し。H18 年度は H15 年度比で約 2.7％減少

の予想。 
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� 建設業への社会的要求 
〇信頼獲得 
コンプライアンス 
ＣＳＲ（企業の社会的責任）への取組み 

〇社会との調和 
環境保全、地域社会への貢献 

〇透明性の確保 
情報の開示、広報活動の推進 

〇社会的使命の達成 
プロジェクト推進、雇用の確保 

� 建設業の企業経営 
〇業界再編、優勝劣敗 
〇ネットワークの確立 
発注者、エンドユーザー、異業種企業 
同業他社、設計会社、専門会社 

〇経営資源の共有化 
人材交流、共同研究、資材の共同調達 

� 事業分野 
〇事業領域の変化 
ＰＦＩ、環境、海外 

〇専門的技術力、ソフト・ハードの総合力 
〇公的制度・規制の変化 
品確法、環境関連の規制強化 
都市計画関連の規制緩和 
構造改革特区、都市再生 



  

Ⅲ．「中長期経営計画“２００１”」の実績と課題 

１）さまざまな経営改革 

【組織改革】 
・本社戦略機能強化 
 鉄道本部の新設 
 都市再生・ＰＦＩ戦略部の新設 
 住宅部の新設 
 安全・品質・環境戦略室の新設 

・支店の拠点機能強化 
 統括支店制度の採用 
 人材の流動化 

【技術戦略】 
・「研究開発」から全社的「技術

商品開発」へ 
・技術支援、技術相談体制の充実

【人事制度改革】 
・人事制度の改訂 

人材の活性化 
一元管理 
インセンティブ付与 

・人材育成の仕組み作り 
 人材ロードマップの制定 
社員教育、研修体制の刷新 

・退職年金制度改訂 

【総合的改革】 
・「コンプライアンス宣言」と 
 「鉄建行動基準」 
・「お客さま第一主義」 
・情報のフラット化 
・３社連携強化 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
●課題：急速に展開してきたこれらの改革を今後定着させ、確実に成果をあげる必要がある。 
２）経営成績 
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Ⅳ．経営の基本方針 
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「中長期経営計画“２００１”」における３年間は、“社

会的・経済的環境”、“建設産業の構造”ともに激動の期間

であり、その変化に対応するため、「３社連携の強化」、「選

択と集中」、安全・品質・倫理を主とする「コンプライアン

ス体制の確立」など、多彩な経営改革を実施してきた。 
今回の「中期経営計画“２００４”」では、これら一連の

改革を定着させる期間と位置づけ、次の５項目を経営の基

本方針とする。 
 
＜経営の基本方針＞ 
¾ コンプライアンス体制の充実 
¾ お客さま第一主義の徹底 
¾ 技術を基盤とした経営 
¾ 安定した黒字体質の構築 
¾ 働きがいの創出 

 
この５つの基本方針のもと、営業・施工・財務それぞれ

の分野における“技術力（専門力）”を存分に発揮し、特色

ある企業として確固たる経営基盤を確立するとともに、「３

社連携を核」とした企業間ネットワークを構築し、新たな

事業領域への進出も含め、飛躍するための準備期間と位置

づける。 
 
 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ～ 当社のめざす事業領域 ～ 
 
 
 
 
 

既存領域

交通施設

住宅他 得意分野における
リーディングカンパニー

脱請負領域

PFI、PM/CM他

海外領域

拡大領域

環境・ﾘﾆｭｰｱﾙ・ｴﾈﾙｷﾞｰ他

中長期経営計画“２００１” 

「選択と集中」の期間 

中期経営計画“２００４” 

「定着」の期間 

拡大領域

ﾘﾆｭｰｱﾙ

海外領域

既存領域

交通施設

住宅他

脱請負領域

PFI

３社連携

当社

鹿島JR東日本

３社連携を核とした幅広いネットワークを構築 

 

 

【コンプライアンスと情報のフラット化】 

～コンプライアンスはすべてに優先する！～ 
・自律的に自浄の働く組織づくり 
・遵法の精神を根づかせる運動 
・「業績向上への積極的手段」との意識醸成

【営業】 
・組織営業 
・企画提案営業 
・本社戦略機能強化 
・技術商品展開 
 

・営業支援 
・企画提案 
・ＶＥ提案 

・利益貢献 
 

・現場支援 
・生産計画活動

【施工】 
・品質向上 
・安全管理強化 
・コスト低減の徹底追求 
・瑕疵低減 

【財務】 
・有利子負債削減 
・減損会計への対応 
・販管費削減 
 
 

  

【グループ】 
・グループマネジメントの推進 
使命 役割 一体感 
業績評価  

・グループ会社財務の健全化 

【人材】 
・人材育成制度展開 

ロードマップ 
育成の手引き 

【技術】 
・技術戦略確立 
・技術商品開発推進 
・技術支援 
 現場支援 技術相談 
営業支援 

【新事業領域拡大】 
・環境・エネルギー分野 
・社外ネットワーク構築 
 等 
 

・支店拠点機能強化
・人材の流動化 

当社

鹿島

３社連携 異業種企業

設計会社

ﾈｯﾄﾜｰｸ

コンサルタント

デベロッパー

コンソーシアム

パートナー
ﾈｯﾄﾜｰｸ

ﾈｯﾄﾜｰｸ

専門会社

JR東日本

次期中期計画 

「飛躍」の期間 



Ⅴ．数値目標 
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（15年度は見込み額、単位：百万円）  
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①組織営業強化と事業領域の拡大により、国内で“１９００億体制”を確立する。 
 （土木 900億、建築 1,000億） ※受注目標額には海外とＰＦＩを除く 

②コスト低減および経費執行のマネジメントを徹底して、安定した黒字体質を構築する。 
 ③キャッシュフローの向上をはかり、有利子負債を総資産の３分の１以内（630億）にする。 
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“１９００億体制の確立”

・総資産の 3 分の１以内を目標とし、個別案

件ごとの資金収支の改善や滞留債権の回収

を進める。 

・計画に応じた受注の達成と、生産システム

の見直しによる工期短縮などにより、安定

的な決算を達成する。 

・組織営業・企画提案営業の展開 
⇒土木、公共投資縮小で地方での影響が大

きいものの、現状維持を目指す。 
⇒建築、民間中心に受注拡大を目指す。 

 

※海外とＰＦＩによる受注は計画対象外 

 

・経費執行のマネジメントと資金計画の着実

な実行による営業外収支の管理を徹底し、

骨太の利益体質をつくりあげる。 



  

Ⅵ．計画達成に向けた取り組み （重点施策） 
 

1 

 

 

1 コンプライアンスと情報のフラット化  

 
安 全 

法 令 
品 質 

倫 理 

社会規範 

環 境 

コンプライアンス経営 
倫理・社会規範に基づき、公正で健全な企業活動を行う 

情報のフラット化 
情報が自由に行き交うフラ

ットなフィールドを築く 

①コンプライアンス意識の定着  

 （研修、広報） 

②情報フラット化の推進  

 （社内ネットワークの活用） 

③リスク管理能力の向上   

 （情報管理部署の設置・運用） 

 

 

 
 

2 技術商品開発  

TULIP工法 ①既存コア技術商品の完成度アップと販路拡大 
【コア技術商品】 
土木： 「HEP&JES」 （新しい立体交差工法） 
 「タフシート」 （既設トンネルの覆工補修技術） 
 「REDEEM」 （セメント系繊維補強材料による

コンクリート構造物の補強工法） 
 「TULIP」 （曲線ボーリングを用いたジオフ

ロント技術） 
建築： 「街なか快適マンション」 （繁華街における快適なマンションを提供） 
 「駅ビル彩生」  （駅ビルを彩りよく新鮮に再生） 
 「駅まるごとリニュアル」 （駅に関するバリアフリー、増床など全ての工事に対応） 
 「ソード工法」  （線路上空での画期的な鉄骨建て方） 
②新規技術商品の開発 
・成長分野（環境・リニューアル、都市再生等）の開拓 
・既存工事のコストダウン、効率施工 
・受託・共同開発の活用 

③将来の技術商品発掘 
・次世代の技術商品開発のための基礎技術の調査と確立 

 駅まるごとﾘﾆｭｱﾙ 

1 

 
 

3 財務体質の改善と販管費の削減  

①資産圧縮・流動化の促進（工事代金の早期回収、遊休資産の売却、売掛債権の流動化） 
 ・有利子負債 630億以下 ※平成 18年度期末目標 
②減損会計への対応 （資産の効率化によるキャッシュフローの改善） 
③販管費の削減  （業務の効率化、経費執行マネジメントの確立） 
 ・販管費率６％以内 ※平成 18年度期末目標 
 

 

 
 

4 人材育成  

①人材育成ロードマップの積極的活用 （キャリアマネジメント、専門力向上） 
②出向、留学制度活用による社員育成 （先端技術、高度技術および社外ノウハウの習得） 
③シニア雇用制度による人材の有効活用 （技術・ノウハウの伝承） 
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1 

 
5 営業力の強化  

①組織営業、ネットワーク営業の構築と展開 
・本社・支店・営業所の連携強化、情報の共有化 
・3社連携を核としたネットワーク営業の推進 

②情報収集力の強化（会社総ぐるみ営業）と情報共有化 
・営業情報収集の仕組みの確立 
・ＡＢＣ運動＊の推進 
｛＊All Business Collector造語の頭文字：社員・協力会社社員全員に対し、常に営業的感覚でアンテナ
を立ててもらい、情報提供を求める運動｝ 

③企画提案力強化 
・企画提案支援部隊の強化 

④事業領域の拡大、新規お客さまの開拓 
⑤「技術商品」の積極的展開 
・お客さまのニーズを技術商品開発へ積極的に反映 

  
 

 
6 コストの追求  

①購買・外注管理の徹底 
・集中購買の推進 
・コスト情報の共有化 

②原価低減意識の高揚 
・協力業者と一体となった教育・キャンペーンの実施 
・新規協力会社の積極的活用 

③生産計画活動の強化と見積技術の向上 
・専門部署の拠点配置 

④品質向上の徹底 
・施工トラブル防止体制の強化 

 
 

 
 
7 拡大する事業領域  

風力発電

ネットワーク、企業連携による新たな分野への参入 
・防災関連 （河川・港湾、耐震） 
・エネルギー関連 （多様化エネルギー、施設更新） 
・環境関連 （土壌・水質浄化、緑化） 
・リニューアル （診断、長寿化・維持最適管理システム） 
・商業施設 （ショッピングセンター建設改良） 

 
 

 

 
8 海外事業  

①得意分野工事の積極的応札  
・交通施設関連保有技術の積極活用 

②コスト競争力の向上  
・ローカルスタッフ充実による工事管理コストの低減 

③３社連携の有効活用  
・鹿島との２社連携を活用した営業地域の拡大 
・ＪＲ東日本グループとの連携を通し、得意分野へ積極参入 

④人材の育成と雇用の推進 
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9 ＰＦＩ事業  

①ＰＦＩ取り組み体制の強化 
・情報ルートの拡充、整理 
・社内プロジェクトの早期立ち上げ、機動性強化 
・企業間ネットワークの拡大 

②当社主導の事業参画へシフト 
・鉄道周辺案件の選定、戦略の立案 
・代表企業としての実績作り 

③収益創出基盤の構築  
・生産計画活動の強化 
・ＰＦＩ事業期間を通じたマネジメント

フィー、ならびに修繕、リニューアル

工事の獲得 
 
 

 
 

 10 都市再生への取り組み 

①情報収集体制と関連部門との連携強化 
②駅周辺開発プロジェクトへの参画推進 
③企業間ネットワークの拡大 
 

 
 

 
 11 ＰＭ／ＣＭへの取り組み 

①市場動向の分析、手法・事例の研究 
②組織的実施体制の整備とネットワークの活用 
・育成体系、教育プログラム構築による人材の確保 
・３社連携を核とした各種ネットワーク活用による人材交流・研究会開催等の推進 

 
 

 

 
 12 グループ経営 

①グループマネジメントの推進 
・使命、役割の明確化 
・グループ会社間の一体感を醸成（人事・営業・財務面など） 
・経営効率化への経営統合・共同経営の検討（企業間の経営統合、同業種の効率的共同運営） 
・リスクマネジメントの強化（グループ内情報の共有化） 

②グループ会社財務の健全化と営業黒字体質の確立 
・事業運営の効率化 
・既存施設の有効活用 
 

ジー・ケー開発株式会社 （ゴルフ事業）   
株式会社岡崎ゴルフ倶楽部 （ゴルフ事業） 
株式会社テッケンスポーツ （スポーツ施設運営） 
テッケン興産株式会社 （商社・不動産事業）   
株式会社ジェイテック （専門工事請負）   
 



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中期経営計画“２００４” 
 
 

 

平成 16 年 3 月 22 日 発表 

 
 

     発行：鉄建建設株式会社    

 経営戦略本部 経営企画部 
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